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コンシューマ向けコンシューマ向けFMBCFMBCへの取り組みへの取り組み

au、BBCの営業部門を統合し、コンシューマ営業本部に組織改編（10月1日）。

KDDIの目指すFMBC世界の実現に向けた大きなステップとして、ケータイと
PCのポータルサイトを統合。名称に「au」のブランドを冠することで、統一感を醸成。

EZトップメニュー

ポータルに加え、ISPブランドも au one netに

ブランド統一

ポータル統合

（注） BBC: Broadband & Consumer.
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法人向け法人向けFMCFMCへの取り組みへの取り組み

■モバイルソリューション、ネットワークソリューション、KNSL（中小企業向け）の3組織を
より法人市場のニーズに対応すべく、お客様層別組織に改編（10月1日）。
大企業のお客様は、モバイル・固定系の商材に合わせ、FMC事業本部と
ICT事業本部で対応する。
中小企業のお客様に対しては、FMC事業本部によるワンストップでの対応とする。

■特に中小企業向けモバイルは、auショップとの連携も含め、リーチ拡大を図る。

FMCワンストップ型
（モバイル、固定系音声・データ）

大企業
中堅企業

中小企業
SOHO

モバイル・
モバイルソリューション

ネットワーク・
データ・

ICTソリューション

FMC事業本部ICT事業本部

（注） ICT: Information and Communication Technology.
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CATVCATVへの取り組みへの取り組み

■ KDDIの連結子会社であるJCN（MSO）は首都圏を中心に傘下にCATV13局を展開。
（9月末時点）

■ KDDIはCATVのトリプルプレーを支援すべく、ケーブルプラス電話を提供。
（30局、9月末時点） また、7月よりVODサービスも開始。

日野市

川口市
戸田市鳩ケ谷市

JCN熊本

首都圏

提供エリア提供エリア

グループ局 11/1より（ ） 持分適用会社

（注1） MSO：Multiple System Operator、 多数のケーブルテレビ局を運営する事業者。
（注2） 2007年11月1日時点ではケーブルネット埼玉および日野ケーブルテレビを加え、15局に増加予定。
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2.5GHz2.5GHz帯周波数割当への免許申請帯周波数割当への免許申請

■ 企画会社を設立し、モバイルWiMAXによるワイヤレスブロードバンドサービスの
提供に向け、2.5GHz帯周波数割当への免許申請。

<社名>
ワイヤレスブロードバンド企画株式会社

<株主構成>
KDDI株式会社 32.26%
インテル キャピタル 17.65%
東日本旅客鉄道株式会社 17.65%
京セラ株式会社 17.65%
株式会社大和証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ本社 9.80%
株式会社三菱東京UFJ銀行 5.00%

会社概要 事業構想

Embedded（内蔵型）デバイスの普及

拡大により、新たなWiMAXの利用

価値拡大を目指す。

オープンモデルを積極的に推進し、

MVNOと共にWiMAX市場拡大を図る。

利用価値の拡大

デバイスの拡大

http://images.google.com/imgres?imgurl=http://www.city.koriyama.fukushima.jp/www/contents/1145518943165/simple/060811154704_7.jpg&imgrefurl=http://www.city.koriyama.fukushima.jp/icity/browser%3FActionCode%3Dcontent%26ContentID%3D1145518943165%26SiteID%3D0000000000000&h=365&w=238&sz=150&hl=ja&start=22&sig2=j__sWoB8mFwidKSwW6Pomg&tbnid=rC3cTgciDnB6MM:&tbnh=141&tbnw=92&ei=BjfhRpPAL5veggPVhICmDQ&prev=/images%3Fq%3D%25E7%259B%25A3%25E8%25A6%2596%25E3%2582%25AB%25E3%2583%25A1%25E3%2583%25A9%26start%3D20%26gbv%3D2%26ndsp%3D20%26svnum%3D10%26hl%3Dja%26sa%3DN
http://images.google.com/imgres?imgurl=http://www.kenko.com/images/product/X009450H_L.jpg&imgrefurl=http://monopedia.net/productlist/2_17_155_1_product.html&h=300&w=400&sz=8&hl=ja&start=6&sig2=U2N_xt7QVIdiaS9WLMOv9g&tbnid=1YGG5UO--h3pxM:&tbnh=93&tbnw=124&ei=5RbhRpTVMIKsgQOSusGTDQ&prev=/images%3Fq%3D%25E7%259B%25A3%25E8%25A6%2596%25E3%2582%25AB%25E3%2583%25A1%25E3%2583%25A9%26gbv%3D2%26svnum%3D10%26hl%3Dja
http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.yasukawa.com/blog/archives/images/htc_tytn.JPG&imgrefurl=http://www.yasukawa.com/blog/archives/000335.html&h=454&w=524&sz=36&hl=ja&start=10&sig2=HUshr7JgFxfZSERPQU6-Qg&tbnid=kt3egwdd-D2wPM:&tbnh=114&tbnw=132&ei=xoHNRoWlBKCsggPw770Q&prev=/images%3Fq%3DHTC%26gbv%3D2%26svnum%3D10%26hl%3Dja
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株主還元株主還元
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（注） （ ）は配当性向。2005年度までは単体ベース、2006年度より連結ベース。2001年度は純損失のため、（－）表示。

（ － ）
（17.5%）

（16.8%）

（21.2%）
（20.8%）

■ 持続的な成長への投資を勘案しつつ、連結配当性向20%以上を目標に、
安定的な配当を継続する。

（予）

（20.3%）

（年度）

1株当たりの配当額

（22.4%）
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